

























（2）  帝国データバンクによる ｢全国企業倒産集計｣ と東京商工リサーチによる ｢全国企業倒産状況｣ が政府の各種
統計等にも利用されており，現状，倒産統計のデファクト・スタンダードの地位を得ている。
（3）  南［2013］391 ～ 404ページ。






































ており，英語の ｢Bankruptcy｣ より ｢Failure｣ に近い内容であるとしている。また，我が国






（8）  首相官邸 HP ｢我が国再興戦略－ JAPAN is BACK － 2013 年 6 月 14 日｣ http://www.kantei.go.jp/jp/singi/
keizaisaisei/pdf/saikou_jpn.pdf  （2016年1月20日アクセス）参照。






















































































































































て分類し公表する ｢自己査定｣ がある。1998年の3月期決算から導入され，以後6 ヵ月毎に
現在まで連綿と実施されてきている（21）。自己査定は1999年7月から検査官が金融機関を検
査する際の手引書として金融庁（当時は金融監督庁）が作成した「金融検査マニュアル」の
（18）  与信管理協会［2014］91 ～ 103ページ，リスクモンスター［2015］382 ～ 399ページ参照。















































































2000 13,631 72.6% 978 3,185 17.0% 993 18,787
2001 12,687 64.8% 1,202 4,460 22.8% 1,216 19,565
2002 10,705 57.6% 1,276 5,437 29.3% 1,169 18,587
2003 7,865 50.9% 1,060 5,457 35.3% 1,084 15,466
2004 6,065 46.0% 979 5,342 40.5% 800 13,186
2005 4,804 36.5% 724 6,677 50.7% 965 13,170
2006 4,825 36.2% 325 7,313 54.8% 874 13,337
2007 4,699 32.7% 378 8,353 58.1% 936 14,366
2008 4,748 29.4% 411 9,738 60.3% 1,249 16,146
2009 3,396 23.1% 315 9,964 67.6% 1,057 14,732
2010 2,445 18.7% 239 9,507 72.8% 874 13,065
2011 2,115 16.6% 226 9,588 75.5% 778 12,707
2012 1,849 15.8% 174 9,038 77.1% 658 11,719
2013 1,365 13.0% 133 8,440 80.1% 598 10,536
































破産法違反 和議・再生法違反 倒産犯罪 倒産犯罪 倒産申立遅延
1995 4 0 1,457 － －
1996 7 0 1,432 778 3,951 
1997 3 0 1,525 969 5,007 
1998 3 0 1,578 1,179 5,873 
1999 7 0 1,577 1,147 5,993 




































（27）  園尾［2015a］69 ～ 76ページ。
（28）  金融庁HP＜http://www.fsa.go.jp/news/26/ginkou/20150625-1.html＞（2016年1月14日アクセス）参照。
（29）  中小企業庁・金融庁［2015］参照。
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前述の ｢金融円滑化法｣ 関連の諸施策および ｢信用保証制度｣ については，中・長期の ｢
（43）  櫻庭［2015］35，36ページは，中小企業の決算書は通常税法ベースで作成されており会社法違反の ｢意図しな
い粉飾決算｣ が状態化していると指摘している。







































 8 　木下信行［2012］｢我が国企業の低収益性等の制度的背景について｣『IMES Discussion　
（48）  経済同友会［2015］2，3ページ。
（49）  首相官邸 ｢第百八十九回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説｣ http://www.kantei.go.jp/jp/97_abe/
statement2/20150212siseihousin.html（2016年1月20日アクセス）
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［抄録］
倒産という言葉は法律上厳密に定義された言葉ではなく慣用後である。我が国では歴史
的な背景から倒産に対するネガティブなイメージが強く，その実態や現状について正しい
理解が進んでいるとは言い難い状況にある。中小企業経営者の高齢化が急ピッチで進行し
ており，産業・企業の新陳代謝の促進は我が国経済にとって待ったなしのテーマとなって
いる。企業の市場退出，事業再生の仕組としての倒産制度は起業促進策との両輪として強
化されるべきである。
本稿では，倒産に関する先行研究を整理すると共に，倒産制度の現状分析と課題抽出を
近江商人の心得である「三方良し（売手良し，買手良し，世間良し）｣ の視点から行い，現状
の倒産制度が効率的に機能していない実態を明らかにすると共に，改善のための各分野に
わたる横断的な政策パッケージの必要性を示した。
